
 

 

 

厚生労働科学研究費補助金 

障害者政策総合研究事業 

 

 

国立機関・専門家の連携と地域研修の実態調査による 

発達障害児者支援の効果的な研修の開発 

 

 

令和元年度～２年度 総合研究報告書 

 

研究代表者 辻井 正次 

 

令和３（2021）年 ５月 

 

 



目   次 

 

Ｉ．総合研究報告 

国立機関・専門家の連携と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の 

効果的な研修の開発 --------------------------------------------------- 1 

 辻井正次 

 

II．本研究の成果物（分担研究） 

「発達障害児者の支援に関する標準的な研修プログラム」スライド        

本研修のねらい ------------------------------------------------------ 10 

  辻井正次・岡田 俊・西牧謙吾・笹森洋樹・日詰正文・井上雅彦・岩永竜一郎・

黒田美保・鈴木勝昭・吉村優子・三上珠希・明翫光宜・浜田 恵・髙柳伸哉 

１．アセスメント・ツールと個別の支援計画 

  1-1．発達障害を客観的なツールから理解する（辻井正次）--------------- 11 

  1-2．客観的ツールでの理解と医学的診断（岡田 俊）------------------- 16 

  1-3．発達検査・知能検査のアセスメント（明翫光宜）------------------- 21 

  1-4．ASD特性のアセスメント・ツール（浜田 恵）---------------------- 30 

  1-5．ADHD特性のアセスメント・ツール（髙柳伸哉）--------------------- 35 

  1-6．LD特性のアセスメント・ツール（吉村優子）----------------------- 42 

  1-7．協調運動（DCD特性）のアセスメント・ツール（岩永竜一郎）-------- 50 

  1-8．感覚特性のアセスメント・ツール（岩永竜一郎）------------------- 60 

  1-9．就学時健診と5歳児発達健診（三上珠希）-------------------------- 70 

  1-10．個別の（教育）支援計画（井上雅彦）---------------------------- 79 

  1-11．二次障害、問題行動（井上雅彦）-------------------------------- 88 

 ２．適応行動 

  2-1．適応行動とVineland-II適応行動尺度（黒田美保）----------------- 101 

  2-2．幼児の適応行動評定TASP（髙柳伸哉）---------------------------- 118 

３．家族支援（きょうだい支援） 

  3-1．家族支援の重要性、ペアレント・プログラム（髙柳伸哉）---------- 122 

  3-2．ペアレント・メンター、ペアレント・トレーニング、きょうだい支援   

（井上雅彦）------------------------------------------------- 134 

４．本人支援 

  4-1．幼児期支援 

   4-1-1．適応行動：身辺自立の支援（三上珠希）---------------------- 155 

   4-1-2．運動・感覚あそび（池田千紗）------------------------------ 181 

   4-1-3．遊びを媒介とした社会性の支援（黒田美保・浜田 恵）-------- 203 

   4-1-4． 言語面の支援（吉村優子）--------------------------------- 220 

  4-2．児童期支援 

4-2-1．適応行動：環境調整・感情調整（明翫光宜）------------------ 239 

4-2-2．学習に関する指導・支援（笹森洋樹）------------------------ 250 

4-2-3．発達性協調運動症・協調運動面への支援（岩永竜一郎）-------- 274 

4-2-4．友達作りと社会的スキル（黒田美保・浜田 恵）-------------- 286 

 



4-3．青年期支援 

   4-3-1．自己理解（岡田 俊）-------------------------------------- 301 

   4-3-2．適応支援：精神科的併存症の理解と予防（鈴木勝昭）---------- 309 

   4-3-3．社会性（辻井正次）---------------------------------------- 335 

4-4．成人期支援： 成人期・高齢期の相談（日詰正文・辻井正次）------ 350 

  ５．PDCAサイクルから支援の質を向上させていく 

   5-1．特別支援教育における研修（笹森洋樹）-------------------------- 365 

   5-2．保健・医療・福祉等における研修（西牧謙吾）-------------------- 373 

  5-3．実践を科学的に検証可能なものにしていくために（辻井正次）------ 392 

 

III．研究成果の刊行に関する一覧表    ----------------------------------  395 

 

その他： 研修プログラムで紹介したアセスメント・ツール一覧 

実態把握調査への協力機関・自治体に配布したチラシ 

     全国の発達障害者支援センター・教育センターに配布したパンフレット 

     本研修を受講した発達障害者支援センター・教育センターに配布した資料 

     研究代表者・研究分担者・研究協力者一覧 



1 
 

令和元年度～2 年度 厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

国立機関・専門家の連携と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の 
効果的な研修の開発 

 

研究代表者 辻井正次 中京大学現代社会学部教授 

 

研究要旨 

本研究の目的は、①発達障害者の理解と支援に関する標準的な研修の開発、

②発達障害児者の理解と支援の研修に関する実態把握、③開発された研修プ

ログラムの効果検証であった。2019 年度には発達障害支援に関わる医療・教

育・福祉の公的機関と自治体を対象に研修実態調査を行い、合計 824 ヶ所

（32.1%）の結果から、研修実施が機関ごとで大きく異なること、研修実施の

ない機関も一定数あることが示された。研修プログラムの開発では本研究の

コンソーシアムによる意見交換会を重ね、発達障害児者の理解に用いるアセ

スメント・ツールや支援技法、ライフステージにおける課題と支援に関する研

修プログラムを開発した。2020 年度にはプログラムの効果検証と、発達障害

者支援センター・教育センターを対象とした具体的な研修実態の把握を行っ

た。各センターにおける研修実態調査では、合計 150 ヶ所（76.1%）の結果か

ら、アセスメント・ツールの研修よりも支援技法の研修がより多く行われる傾

向があること、一部のアセスメント・ツールや支援技法ではそもそも認知度が

低いことなどが示された。研修プログラムの開発・効果検証では、発達障害支

援に関わる専門家等を対象とした試行的実施により内容の確認・修正を行っ

た後、主に発達障害者支援センター・教育センター職員ら合計 130 名を対象

としたオンライン研修の実施と事前事後アンケートによる効果検証を行った。

有効回答数 87 名（66.9%）の結果から、本研修の受講後に一部のアセスメン

ト・ツールや支援技法に関する認知度が向上し、本研修プログラムの一定の効

果が確認された。開発した研修プログラム資料は受講者のいる発達障害者支

援センター・教育センターに無償配布し、今後の各地域の支援者を対象とした

研修実施を推進することが期待される。 

 

研究分担者： 

西牧謙吾・国立リハビリテーションセンタ

ー／発達障害情報・支援センター病院長

／センター長 

岡田 俊・国立研究開発法人国立精神・神経

医療研究センター精神保健研究所部長 

笹森洋樹・国立特別支援教育総合研究所発
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達障害教育推進センター上席総括研究員 

日詰正文・独立行政法人 国立重度知的障

害者総合施設のぞみの園事業企画局研究

部部長 1 

鈴木勝昭・宮城県子ども総合センター附属

診療所非常勤医師 1 

井上雅彦・鳥取大学医学系研究科臨床心理

学講座教授 

岩永竜一郎・長崎大学大学院医歯薬学総合

研究科教授 

黒田美保・帝京大学文学部心理学科教授 

吉村優子・金沢大学人間社会研究域学校教

育系准教授 

三上珠希・弘前大学医学研究科附属子ども

のこころの発達研究センター特任助教 

明翫光宜・中京大学心理学部教授 

浜田 恵・名古屋学芸大学ヒューマンケア

学部講師 

髙柳伸哉・愛知東邦大学人間健康学部准教

授 

 

A. 研究目的 

2016 年に発達障害者支援法の改正が施行

され、基本理念に「発達障害者の支援は、

個々の発達障害者の性別、年齢、障害の状態

及び生活の実態に応じて、かつ、医療、保健、

福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係

機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、

その意思決定の支援に配慮しつつ、切れ目

なく行われなければならない。」と明記され

た。一方で、発達障害の早期発見と支援のた

めの手法は各地域や機関それぞれで異なっ

ており、地域や機関の実態に合わせた実施

がなされる反面、標準的なアセスメント・ツ

 
1 所属は 2021 年 3 月時点 

ールや支援技法が活用されていないという

課題が残されている。2018 年度発達障害情

報分析会議の「国における発達障害関連研

修のあり方」作業部会では、各地域で実情や

体制の違いから研修内容が活用されないな

どの課題が挙げられ、各地域の実態把握と

支援現場で活用可能な研修プログラムの作

成が求められている。 

 本研究では発達障害児者支援に携わる支

援者を対象とした標準的な研修プログラム

の開発を目的とし、2 カ年計画を策定する。

また並行して、全国の関係機関を対象とし

た発達障害に関する研修実施の実態調査を

行い、現在の研修実態を明らかにする。2019

年度には、本研究のコンソーシアムを構築

し、意見交換会を重ねて標準的な研修プロ

グラムの内容や国立機関等が実施している

各分野の研修実態について情報共有を行う。

発達障害支援に関わる全国の医療・福祉・教

育機関を対象に発達障害研修の実態調査を

行う。これらの結果を踏まえ、2020 年度は

研修プログラムの開発と効果検証を目的と

し、発達障害児者に関わる専門家らの協力

を得たプログラム内容の構成検討と、発達

障害者支援センターや教育センター職員を

主な対象とした研修プログラムの実施によ

る効果検証を行う。また、今後全国の発達障

害者支援センターや教育センターにおける

職員研修や地域の支援者向け研修での活用

を目指し、研修資料に講師用原稿テキスト

を入力するなどプログラムの汎用性を高め

る。並行して全国の発達障害者支援センタ

ーと教育センターに本研修プログラムで取

り扱うアセスメント・ツールと支援技法等
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に関する研修の実施有無調査を行い、発達

障害研修に関わる福祉・教育機関における

具体的なアセスメント・ツールや支援技法

等の研修について実態把握を行う。 

 

B. 研究方法 

1．研修プログラムの開発 

1）意見交換会による検討 

2019 年度には、本研究に参画する発達障

害の研究や支援に携わる国立機関や大学・

病院等に所属する専門家らによるコンソー

シアムを構築した。コンソーシアム・メンバ

ーによる意見交換会を 2 回（2019 年 6 月 29

日と 8 月 18 日）開催し、医療・福祉・教育・

就労等の各領域で有用と思われる標準的な

アセスメント・ツールと支援技法について

情報共有を行った。また、発達障害研修に関

して各領域・職種での実施や各地域の現状

について意見交換を行い、研修のあり方や

各地域の実態調査の重要性と実施方法につ

いて議論した。 

2020 年度には研修プログラムの開発に向

け、コンソーシアムに所属する専門家を中

心メンバーとした意見交換会を 3 回（2020

年 5 月 23 日、6 月 28 日、8 月 29 日）開催

し、研修に必要な要素や取り扱うべき標準

的なアセスメント・ツールと支援技法を整

理した。開発された本研修プログラムは①

アセスメント・ツールと個別の支援計画（11

パート）、②適応行動（2パート）、③家族支

援（きょうだい支援）（2パート）、④本人支

援（発達段階別、計 12 パート）、⑤PDCA サ

イクルから支援の質を向上させていく（3 パ

ート）の合計 5 部 30 パートから構成され、

アセスメントから支援技法、ライフステー

ジに沿った支援と多岐にわたることから、

研修は 2 日間（各日 9－17 時予定）で 1 回

の実施計画とした。 

さらに、作成した研修プログラムについ

て、試行的に発達障害に関わる専門家・支援

者らを対象に研修会を 2 回（2020 年 10 月

17－18 日、10 月 31 日－11 月 1 日）開催し、

参加者へのアンケート調査により時間配分

の妥当性や内容の適切性（分量、難易度、支

援現場での活用性）について、それぞれ 3 件

法で検証し、2020 年 12 月 1 日の意見交換

会で本研修プログラムの内容や時間配分の

調整を行った。 

 

2．全国の発達障害研修に関する実態調査 

1）調査時期 2019 年 12 月に全国の発達障

害児者への支援や研修に携わる機関を対象

にアンケートによる悉皆調査を行い、各地

で実施するアセスメントや支援技法、各領

域の研修における課題とニーズについて実

態把握を行った。 

2）調査対象 全国の発達障害者支援センタ

ー（94 ヶ所）と教育センター（103 ヶ所）、

精神保健福祉センター（69 ヶ所）、障害者職

業センター（52 ヶ所）、市町村の発達障害児

者の担当課（1,916 ヶ所）、障害者就業・生

活支援センター（334 ヶ所）の合計 2,568 ヶ

所であった。 

3）手続き 調査用紙は各機関に郵送し、本

調査への同意と協力が得られた場合、回答

し返送するよう求めた。回収数は 824 箇所

で、全体回収率は 32.1%であった。分析にお

いては、機関種別での分析や、自治体（市町

村の役所）については所在地方別や人口規

模別による分析と比較により、地域や人口

規模による差の検証を行った。 
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3．発達障害児者の理解と支援の研修に関す

る実態調査 

1）調査対象 本研修プログラムの主な対象

として想定している全国の発達障害者支援

センター（94 ヶ所）と教育センター（103 ヶ

所）の合計 197 ヶ所に調査用紙を郵送した。

回収数は 150 ヶ所（発達障害者支援センタ

ー79 ヶ所、教育センター64 ヶ所、その他 7

ヶ所）で、配付総数に対する回収率は 76.1%

（発達障害者支援センター84.0%、教育セン

ター62.1%）であった。 

2）調査時期 2020 年 12 月に郵送し、2021

年 1 月 20 日までの回答として依頼した。 

3）調査内容 ①発達障害児者の特性・状態

把握に用いる各種アセスメント・ツールに

関する研修実態と、②発達障害児者支援に

用いる各種支援技法に関する研修実態につ

いて 4 件法で回答を求めた。また、③発達

障害児者のライフステージにおける課題・

支援と支援体制の理解に関する研修実態に

ついて 3 件法で回答を求めた。 

4）手続き 調査用紙は各機関に郵送し、本

調査への同意と協力が得られた場合、回答

し返送するよう求めた。また、同法人が運営

する発達障害児者支援を担当する機関が別

途ある場合は、支援を担当する機関から回

答を得た。機関種別で分析を行い、福祉や教

育における研修を担う発達障害者支援セン

ターと教育センターにおける研修実態につ

いて検証した。 

 

4．発達障害児者の支援に関する標準的な研

修プログラムの効果検証 

1）調査対象 意見交換会と専門家・支援者

らを対象とした試行的研修会を経て開発し

たプログラムについて、本研修プログラム

の効果検証を目的に、発達障害者支援セン

ターと教育センターに所属する職員を主な

対象としてオンライン研修会を計 4 回開催

した。研修会の参加者は計 4 回でのべ 130

名（発達障害者支援センター71 名、教育セ

ンター27 名、その他機関 32 名）であった。

事前・事後アンケート両方に回答した者は

合計 87 名（発達障害者支援センター54 名、

教育センター18 名、その他 15 名）で有効回

答率は 66.9%であった。 

2）調査時期 オンライン研修会は 4 回

（2020 年 12 月 19－20 日、2021 年 1 月 9－

10 日、1 月 23－24 日、1 月 30－31 日）実施

し、参加者への事前事後アンケート結果の

比較による効果検証を行った。 

3）調査内容 研修参加者に発達障害支援に

用いる①アセスメント・ツールや②支援技

法に関する認知度・活用度、③ライフステー

ジおける課題・支援と支援体制の理解につ

いて尋ね、本研修の事前事後での結果を比

較した。また、事後アンケートでは④本研修

への評価や発達障害研修に関する課題につ

いての回答も求めた。 

4）手続き 本研修は国立障害者リハビリテ

ーションセンターに属する発達障害情報・

支援センターの研修情報サイトに掲載され、

希望者によるオンラインでの申込みを受け

付けた。また、本研究は研修開発だけでな

く、関連機関の職員への研修実施と普及に

向けた取り組みも兼ねていることから、本

研修の 2 日間全てに参加できない場合であ

っても、同一機関から職員複数名で参加し、

1・2 日目を交代で受講するなどの変則的な

形態での参加者も受け入れた。オンライン

研修会の実施には Zoom ミーティング

（Zoom Video Communications）を用いた。
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事前事後アンケートには Google フォーム

（Google）を用いたインターネット調査を

実施した。参加者には、本研究の目的と本研

修のねらいについて文章にて明示し、事前

事後アンケートの実施は任意のものとして

協力を求め、アンケートを回答しないこと

による不利益はないことを明示した。 

本研究の目的の一つである本研修プログ

ラムの汎用性向上を目指し、2021 年 1 月に

実施した 3 回の研修会では、可能な限り各

パートの研修資料作成者以外の研究代表

者・研究分担者が講師を務めた。各研修会終

了後に実施した研究代表者・研究分担者等

による振り返りや 4 回分の事前事後アンケ

ート結果を含め、2021 年 2 月 28 日に意見

交換会にてプログラムの効果検証の確認と、

今後の普及に向けた方策について検討を行

った。 

 

（倫理面への配慮） 

1～3 の研究について、研究代表者の所属

機関において倫理審査申請を行い、承認を

得た（審査番号：201910）。発達障害支援に

関わる関連機関を対象とした 2 回の調査は、

いずれも本研究の目的が研修実施実態の把

握であり各機関の評価ではないこと、回答

有無による不利益を生じないこと、任意回

答であることを明示した。本研究で実施し

た研修（全 6 回）は全て発達障害情報・支

援センターの研修情報サイトに掲載され、

参加者は本研修を自ら希望し申込みをした

者である。さらに、申込者に対して本研修の

目的と本研修の内容評価についての任意で

の協力を明示し、回答は強制しなかった。以

上のことから、本研究における倫理的な問

題はないものと判断される。 

 

C. 研究結果 

1．研修プログラムの開発 

 発達障害に関わる専門家・支援者らを対

象とした 2 回の試行的研修では合計 26 名

（第 1 回 14 名、第 2 回 12 名）が参加した。

本研修プログラムに関するアンケート結果

から、プログラムの構成については概ね肯

定的な評価が得られた一方、内容の一部簡

略化や専門用語に関するわかりやすい表現

へ言い換える必要性などが見いだされた。

その後、本研修を受講した発達障害者支援

センターや教育センターの職員が研修講師

として担当することが可能とするために、

講師が読み上げる研修資料の原稿の追加な

どのバージョンアップを施した。研修プロ

グラムの資料は、パートごとに Microsoft 社

の PowerPoint で作成され、各地の研修で使

用できるファイルとして作成した（本研修

プログラム資料は別添資料参照）。 

 

2．全国の発達障害研修に関する実態調査 

全国の機関・自治体 824 ヶ所（回答率
32.1%）のデータを分析した結果、研修対象
職種や研修実施内容の回答合計が 0 で研修
実態がないと推察される機関・自治体が研
修内容種別に全体平均で 24.9－68.7%と一
定数あることが明らかとなった。一方で、標
準的な研修に関するニーズへの回答では全
体平均で肯定的回答率が 6 割以上と高いこ
とが示された。また、研修の企画・運営にお
ける課題として講師の確保や現場の課題解
決で半数近くの回答があり、標準的な内容
とともに全国各地での実施が可能な形態や
パッケージの開発が必要であることが確認
された。さらに、各機関・自治体では支援者
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養成においても様々な課題を抱えているこ
とも示され、これらの発達障害児者支援や
関わる機関・自治体の実態や課題、ニーズを
踏まえ、今後の標準的研修プログラム開発
を行う重要性が示された。 
 

3．発達障害児者の理解と支援の研修に関す

る実態調査 

 全国の発達障害者支援センターと教育セ

ンターを対象に実施した、発達障害児者の

理解と支援の研修に関する実態調査につい

て、機関種別での回答項目の割合を比較し

た。発達障害者支援センターでは発達障害

特性や情緒・行動面の問題をスクリーニン

グするアセスメント・ツールについて「これ

までに研修をしたことがある」回答が教育

センターより高かった。一方で、WISC-IV な

どの知能検査・発達検査では、教育センター

の研修への導入率が発達障害者支援センタ

ーより比較的高い結果となるなど、機関種

別での研修実施の傾向が見いだされた。 

便宜的に算出した各回答の合計得点（①

各種アセスメント・ツールに関する研修実

態、②各種支援技法に関する研修実態、③ラ

イフステージにおける課題・支援等関する

研修実態）から、機関種別でのセンターごと

における取り組みの違いについて検討した。

合計得点が高いほど研修を実施している項

目が多く、合計得点が低いほど研修を実施

していない、実施したことがない、項目のツ

ールや技法を聞いたことがない、という評

定となる。機関種別に結果をみると、①②③

の合計得点は発達障害者支援センターで平

均値 64.86 点、標準偏差 12.44 点、最小値 41

点、最大値 93 点となり、研修を全く実施し

ていない機関はなかったものの、最小と最

大で 2 倍以上の差がみられ、各センターで

研修実施の差が大きい実態がうかがえた。

教育センターでは平均値 53.61 点、標準偏

差 17.74 点、最小値 15 点、最大値 88 点と

なり、発達障害者支援センターより若干平

均値が低く、標準偏差のばらつきが大きい

こと、また最小と最大では約 6 倍もの差が

みられることから、教育センターではより

各センターでの研修実施の差が大きい実態

が明らかとなった。 

 

4．発達障害児者の支援に関する標準的な研

修プログラムの効果検証 

 参加者への事前事後アンケートの結果、

研修プログラムで紹介したアセスメント・

ツールや支援技法等について、特に事前調

査で認知度の低かった項目で著しい認知度

の向上がみられた。本研究の実施により、発

達障害の理解と支援に有用なアセスメン

ト・ツールや支援技法等について参加者の

認知度を向上させる効果が確認された。 

   

D. 考察 

1．研修プログラムの開発 

 本研究で開発された研修プログラムは、

全国で広く実施されているアセスメント・

ツールだけでなく、地域により実施率の異

なる検査や多様な発達特性を把握しうる検

査、メンタルヘルスや行動問題など関連す

る諸側面を捉える検査などについて包括的

に紹介するものである。各アセスメント・ツ

ールや支援技法について、すでに各機関で

研修や実践に取り組まれているものも含ま

れる一方で、エビデンスはあるものの認知

度の低いものについてその名称や内容を得

て、各機関での知識の向上と今後の支援に
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向けたさらなる研修を促す効果が期待され

る。本研修プログラムで取り上げたアセス

メント・ツール等に関しては、各出版社等に

掲載許諾の確認を得ており、今後地域で本

研修資料を支援者向け研修として活用する

ことについても許可を得た。 

 

2．全国の発達障害研修に関する実態調査 

全国の関連機関と自治体を対象とした発達

障害研修の実態や研修における課題やニー

ズの把握に関する調査結果から、研修実態

がないと思われる機関・自治体が一定数存

在すること、東北地方での研修実施の少な

さや人口規模の小さい町村で研修実施が少

ないこと、研修実施有無における地域格差

や人口規模による格差などが示唆された。

これらの結果から、地域や人口規模による

自治体の研修体制の違いを踏まえた発達障

害研修の普及策検討が重要と考えられる。

一方で、標準的な研修実施に関するニーズ

などでは所在地方や人口規模区分による有

意差は示されず、国が目安として示す標準

的なプログラムの実施に関するニーズの高

さは全国的な傾向がみられた。 

 

3．発達障害児者の理解と支援の研修に関す

る実態調査 

 本研修プログラムで取り扱うアセスメン

ト・ツールや支援技法、ライフステージにお

ける課題・支援等に関する研修の実施実態

について検証した。その結果、機関種別でア

セスメント・ツールや支援技法に関する研

修の実施実態が異なる様子がうかがえた。

各機関で支援対象となる発達障害児者の年

代も異なることや、関連機関職員の知識に

ついての偏りの可能性も推察される。 

また研修実態について機関種別に各セン

ターでの取り組みの違いをみるために便宜

的に算出した合計得点の分布からは、発達

障害者支援センター・教育センターともに

各センターでの研修への取り組みに差がみ

られること、教育センターでは発達障害者

支援センターよりもさらにその差のばらつ

きが大きいことが示された。研修の実施に

あたって現場が抱える課題をより明確にし、

各センターにおける研修の推進につながる

支援策を検討することの必要性があると思

われる。 

 

4．発達障害児者の支援に関する標準的な研

修プログラムの効果検証 

 計 4 回実施した本研修プログラムのオン

ライン研修に関する事前事後アンケートの

検証の結果、WISC-IV や構造化・視覚支援

等の全国で広く用いられている検査や支援

技法についての研修は比較的実施されてい

る傾向が示された一方、国際的に広く用い

られエビデンスのあるアセスメント・ツー

ルや支援技法について、日本語版が作成さ

れているもののまだ我が国での認知度が十

分でないこともあり、今回参加した支援者

らの認知度や活用度も低いことが明らかと

なった。各センターでそれぞれにアセスメ

ントや支援の研修を実施されているものの、

エビデンスのあるアセスメント・ツールや

支援技法を扱った研修が少ないことが推察

される。現在の発達障害支援では個別の支

援機関・支援者のみによる支援ではなく、多

機関・多職種連携が求められていること、ま

た支援者・職員の主観的判断や経験によら

ず根拠のあるアセスメントや支援技法の提

供、支援者・職員の知識と支援スキルの向上
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のためにも、エビデンスが確認された効果

の高い標準的なアセスメント・ツールや支

援技法を用いることが推奨される。研修実

施に関する課題改善のためにも、本研修プ

ログラムの目的を踏まえた各地域での研修

実施への活用により、医療・教育・福祉の支

援者や職員らが共通理解を持つことを促進

するものであり、その上で各地域・各機関で

連携しながらできる発達障害児者のアセス

メントや支援体制の構築の取り組みを促す

ものと期待される。 

 

E. 結論 

各機関を対象とした研修実施に関する実

態調査から、研修実施の機関種別差や地域

格差がうかがえ、研修が実施できていない

機関・自治体も一定数あることが明らかと

なった。また発達障害者支援センターと教

育センターを対象とした各アセスメント・

ツールや支援技法に関する研修の実態調査

から、機関種別で扱う内容の偏りや、機関ご

との研修実施の差がうかがえ、研修実施の

負担を軽減する方策の重要性が示された。 

本研究で開発された研修プログラムは、

福祉・教育等の現場で支援に携わる職員を

対象に、発達障害支援に関わる幅広く多様

な知識やアセスメント・ツール、支援技法に

ついて概要を知ることを目的としており、

効果検証の結果から、本研修プログラムは

受講者の認知度を向上させる効果があると

考えられる。本研修プログラムは資料作成

時点から、各地域で発達障害に関する研修

実施に取り組む支援者・職員らが講師を務

めることを想定し、研修資料や原稿テキス

トを含めて作成・配付を行った。 

また、本研修プログラムの普及方策につ

いて検討を行い、今回実施した 4 回の研修

に参加した職員がいる発達障害者支援セン

ターと教育センターには、各センターでの

研修が実施可能となるように本研修の修了

証と研修資料（PowerPoint ファイル、PDF フ

ァイル）を送付した。各センター職員が講師

を務めることをサポートする目的で、資料

作成担当者（研究代表者・研究分担者ら）に

よる研修動画を録画し、発達障害情報・支援

センターのポータルサイトに置くことを予

定している。発達障害者支援センターや教

育センターの職員等が講師となって本研修

プログラムを各地域で実施することにより、

各機関の負担を軽減することで研修の実施

を促進し、我が国での発達障害児者支援に

携わる支援者の知識向上に寄与することが

期待される。 

 

F. 健康危険情報 

 各機関・自治体等を対象とした調査では、

各機関の評価ではなく研修実施についての

実態把握であること、あくまで任意での回

答であることを明記した。本研修プログラ

ムの開発と効果検証では、発達障害支援に

携わる専門家・支援者・機関職員の任意参加

による研修会と事前事後アンケートの任意

の提出のみであること、支援機関を対象と

した郵送による悉皆調査で紙面による説明

と不利益のないことの明記などから、本研

究において健康に関連した危険情報はなか

った。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

 なし 
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2. 学会発表 

 なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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ツール名 出版社 価格 資格条件 研修・習熟 ⽅式
医科診療
報酬点数

1）アセスメント・ツールと個別の⽀援計画
3．発達検査・知能検査のアセスメント

新版K式発達検査2001 京都国際社会福祉センター 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
新版K式発達検査2020 京都国際社会福祉センター 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
WAIS™-IV知能検査 ⽇本⽂化科学社 有料 レベルC※ 必要 対象者：検査実施 450
WISC™-IV知能検査 ⽇本⽂化科学社 有料 レベルC※ 必要 対象者：検査実施 450
⽥中ビネー知能検査Ｖ ⽥研出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 280
⽇本版 K-ABCⅡ 丸善出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 450

4．ASD特性のアセスメントツール
⽇本語版 M-CHAT 国⽴精神・神経医療研究センター 無料 無 無 質問紙：親、⾯接 80
PARS®-TR親⾯接式⾃閉スペクトラム症
評定尺度 テキスト改訂版

⾦⼦書房 有料 必要 必要 半構造化⾯接：他者 450

SPACE （研究論⽂） 無料 必要 認証必須 対象者：検査実施 ―
ADOS-2 ⽇本語版 ⾦⼦書房 有料 Level B※ 認証必須 対象者：検査実施 ―

5．ADHD特性のアセスメントツール
ADHD-RS 明⽯書店 無料 無 無 質問紙：親・教師 ―
Conners 3®⽇本語版［DSM-5対応］ ⾦⼦書房 有料 Level B※ 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
CAARSTM ⾦⼦書房 有料 Level B※ 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
CAADIDTM ⾦⼦書房 有料 Level B※ 必要 半構造化⾯接 ―

6．LD特性のアセスメントツール
CLASP⾔語 厚⽣労働省推進事業 無料 無 無 質問紙：他者 ―
STRAW-R 改訂版 標準読み書きスク
リーニング検査

インテルナ出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

⼩学⽣の読み書きの理解URAWSS II atacLab 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
7．協調運動（DCD特性）のアセスメントツール

JMAP ⽇本版ミラー幼児発達スクリー
ニング検査

パシフィックサプライ 有料 必要 必要 対象者：検査実施 80

⽇本版感覚統合検査 JPAN感覚処理・
⾏為機能検査

パシフィックサプライ 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

CLASP（運動） 厚⽣労働省推進事業 無料 無 無 質問紙：他者 ―
学校版感覚・運動アセスメント レデックス株式会社 有料 無 無 質問（Webアプリ） ―

8．感覚特性のアセスメントツール
SP感覚プロファイル ⽇本⽂化科学社 有料 Level B※ 必要 質問紙：⾃⼰・他者 ―

9．就学時健診と5歳児発達健診
ここあぽ（Webアセスメントシステム） サーベイリサーチセンター 有料 無 無 質問（Webアプリ） ―

11．⼆次障害、問題⾏動
ASEBA ― ― ― （アセスメントの総合名称） ―
CBCL6-18 京都国際社会福祉センター 有料 無 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
SDQ 国⽴精神・神経医療研究センター 無料 無 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
ABC-J異常⾏動チェックリスト⽇本語版 じほう 有料 無 無 質問紙：他者 ―
BPIS 問題⾏動尺度短縮版 無料 無 無 質問紙：他者 ―
強度⾏動障害判定指針・判定表 厚⽣労働省 無料 無 無 質問紙：他者 ―
⾏動関連項⽬ 厚⽣労働省 無料 無 無 質問紙：他者 ―
DSRS-Cバールソン児童⽤抑うつ性尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ 80

CES-D うつ病(抑うつ状態)⾃⼰評価尺度 千葉テストセンター 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ 80

SCAS スペンス児童⽤不安尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―
CMAS 児童⽤不安尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―



ツール名 出版社 価格 資格条件
研修・習

熟
⽅式

医科診療
報酬点数

2）適応⾏動
1．適応⾏動とVineland-II適応⾏動尺度

VinelandTM-II適応⾏動尺度⽇本版 ⽇本⽂化科学社 有料 Level B※ 必要 半構造化⾯接：他者 280
2．幼児の適応⾏動評定 TASP

TASP保育・指導要録のための発達評価
シート

スペクトラム出版 有料 無 無 質問紙：他者 ―

3）家族⽀援（きょうだい⽀援）
1．家族⽀援の重要性、ペアレント・プログラム

PNPS肯定的・否定的養育⾏動尺度 ⾦⼦書房 有料 Level A※ 無 質問紙：⾃⼰ ―

4）本⼈⽀援
1．幼児期

1-1．適応⾏動：⾝辺⾃⽴の⽀援
PSI育児ストレスインデックス ⼀般社団法⼈ 雇⽤問題研究会 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―

1-3．遊びを媒介とした社会性の⽀援
国リハ式（S-S法）⾔語発達遅滞検査
（改訂第４版）

エスコアール 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

3．⻘年期
3-2．適応⽀援：精神科的併存症の理解と予防

K6⽇本語版 （研究論⽂） 無料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―
PRIME Screen-Revised⽇本語版
（PRIME-Jスクリーニング（Kobayashi
et al., 2008; ⼩林ら, 2009））

（研究論⽂） 無料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―

4．成⼈期
4．成⼈期・⾼齢期の相談

認知症判別テスト（DSQIID） 国⽴重度知的障害者総合施設のぞみの園 無料 無 無 質問紙：他者 ―

※⼼理検査の使⽤者レベル・購⼊資格
・⽇本⽂化科学社 https://www.nichibun.co.jp/level/

・⾦⼦書房 https://www.kanekoshobo.co.jp/company/c671.html

・⽇本⼼理検査協会、⽇本⼼理検査振興協会「教育･⼼理検査倫理要綱」参照

 レベルA： 保健医療・福祉・教育等の専⾨機関において、⼼理検査の実施に携わる業務に従事する⽅。
 レベルB： レベルAの基準を満たし、かつ⼤学院修⼠課程で⼼理検査に関する実践実習を履修した⽅、または⼼理検査の実施⽅法や倫理
的利⽤について同等の教育・研修を受けている⽅。
 レベルC： レベルBの基準を満たし、かつ⼼理学、教育学または関連する分野の博⼠号、⼼理検査に係る資格（公認⼼理師、臨床⼼理
⼠、学校⼼理⼠、臨床発達⼼理⼠、特別⽀援教育⼠）、医療関連国家資格（医師、⾔語聴覚⼠等）のいずれかを有する⽅、あるいは国家公
務員⼼理職（家庭裁判所調査官等）、地⽅公務員⼼理職（児童⼼理司等）の職で⼼理検査の実施に携わる⽅。

 Level A： ⼿引や解説書に従った実施・解釈を前提とし、基本的な⼼理検査に対する知識がある。
 Level B： ⼤学院で⼼理検査および測定法に関する科⽬を履修し修了したか、もしくは同等な教育・訓練を終えている。
 Level C： 以下の①〜③すべてを満たす。
 ①Level Bの基準を満たしている。 ②使⽤する検査に関する教育・訓練を終えている、および／もしくは、その検査の実施
経験がある。 ③関連領域について修⼠号以上の学位を有している。



●2016年に発達障害者支援法の改正が施
行され、切れ目なく支援を行うことが新設
されました一方、発達障害のアセスメント
と支援に関する研修では、各領域や機関、
地域実態による差異が課題となっています。

●そこで本事業では、発達障害に関す
る国立機関・大学等の専門家らで構
成されたチームにより、全国に普及し
うる効果的な発達障害研修の開発
を目的として取り組んでいます。

●今回は、令和元年度に全国の関係機関
にご協力いただいた発達障害研修に関
するアンケート結果と、発達障害特性
の把握に有用なアセスメント・ツール、
標準的な研修内容案を紹介します。

★機関種別での回収率は27.5-73.4％と幅があり
ますが、全国の関係機関という対象数の多さ・
範囲の広さから考えると一定のご協力が得られ
ました。

ご回答いただいた機関・担当者の方々、お問
い合わせやご検討いただいた方々など、ご多忙
にも関わらず本事業に関心をお寄せいただき、
誠にありがとうございました。

機関種別で差はみられますが、❻を筆頭に、ほとんどの項目で半数以上の機関が課題として認識していることが
うかがえます。一方で、「❺支援者による支援方針の一貫性」は３割程度と他の項目より低く、支援者各自の職人芸的
な支援について比較的許容されている状況が推察されます。このように、多くの機関において支援者養成で様々な
課題を抱えている実態が明らかとなりました。

回答の割合が高
いほど、各項目を
課題として認識し
ている機関・自治
体が多いことを
示しています。

国立機関・専門家の連携と地域研修の実態調査による
発達障害児者支援の効果的な研修の開発

令和元年度　厚生労働省科学研究費  障害者政策総合研究事業

本事業のミッション/リーフレットの内容

支援者養成における課題

地域研修実態調査 機関種別配布数・回答率（令和元年度実施）

機関種別 回答数 全体内訳配布先
総数

機関種別
回答率

発達障害者支援センター
教育センター
精神保健福祉センター
障害者職業センター
市町村の役所
障害者就業・生活支援センター
その他
　　　　合　　計

69
52
26
21
547
92
17
824

8.4
6.3
3.2
2.5
66.4
11.2
2.1
100

94 
103 
69 
52 
1916
334
 　

2,568

73.4%
50.5%
37.7%
40.4%
28.5%
27.5%
　 　
32.1%

次に、これらの課題を少し
でも解消するための標準
的な研修プログラム案を
提示します。
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56.658.2
64.7

57.9

81.2

51.9

65.2

42.9

61.1

51.6

64.760.9

発達障害者
支援センター 教育センター 精神保健福祉

センター
障害者職業
センター 市町村の役所 障害者就業・

生活支援センター その他 全体

発達障害に関する知識の獲得 アセスメント手法の習熟 効果的な支援技法の獲得 長期的に地域で活躍する支援者の確保1 2 3 4
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87.0
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65.3
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47.1
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38.135.0
29.7
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支援者による支援方針の一貫性 支援に関わる各機関の連携 異なる職種間の情報共有、連携5 6 7



●研修時間の関係で全てを網羅はできませんが、医療・福祉・教育・就労等に携わる
支援者に向けた、各発達段階において重要な課題に対応する標準的な支援方法
やアセスメント・ツールを具体的に学ぶ研修案として提示します。

●各種アセスメント・ツール（一部紹介）
● Vineland-II適応行動尺度、TASP（保育・指導要録のための発達評価シート）
● WISC-IV等の各種知能検査
● PARS-TR、M-CHAT、SPACE（遊び・社会性のアセスメント）、ADOS-2 など
● ADHD-RS、CAARS（Conners’ Adult ADHD Rating Scales） など
● CLASP（読み書き5項目）、STRAW-R 改訂版 標準読み書きスクリーニング検査、K-ABCⅡ など
● JMAP（S-JMAP） 日本版ミラー幼児発達スクリーニング検査、CLASP（運動5項目）など
● 感覚プロファイル

標準的な研修内容案 以下の１～５の内容を２日間（12時間30分）で実施

標準的な研修内容案と各種アセスメント・ツール

研究代表・連絡先 中京大学現代社会学部  辻井正次研究室　TEL 0565-46-6509（火～木/10～15時）
E-mail: chukyo.tj.lab@gmail.com

2020年度 研修実施スケジュール 2020年10月……… ●名古屋　
2020年11月以降… ●国立リハビリテーションセンター ほか
　　　　　　　　     弘前、東京、金沢、鳥取、長崎の各地域を計画中

適 応 行 動
認 知 特 性
A S D 特 性
ADHD特性
L D 特 性
D CD特性
感 覚 特 性

1 アセスメント 各種ツールと個別の支援計画作成120分

2 適応行動 適応行動の説明、Vineland-II適応行動尺度など30分

3 家族支援（きょうだい支援） ペアレント・プログラム、ペアレント・トレーニングなど60分

4 本人支援 発達段階ごとに必要な支援（下図を参照）480分

5 支援の実際（運用方法） アセスメント→支援手法の選択→支援効果の評価→次の支援の検討→…　60分

本研修では、標準となるアセスメントや支援手法について、これから実際に行うための準備段階として、
必須の内容を研修項目として位置づけていきます。

●本人支援の研修案：解説、実践例、ワークをメインに研修を実施
計240分 計120分 計90分 計30分
幼児期 児童期 青年期 成人期

 ● 適応行動（身辺自立）・・・
　構造化など含む

60分 30分 30分30分 ● 適応行動（情緒）・・・・・・・・・
　感情の調節
　環境調整（構造化）

 ● 適応支援・・・・・・・・・・・・・
　行動調整（対処法、問題解決）
　合併症の理解・予防
　トラウマ・ケア

 ● 適応支援・・・・・
　就労支援
　地域生活支援

 ● 言語・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　音声言語
　視覚支援（絵カード）
　読み書き
 ● 運動・感覚・・・・・・・・・・・・・・
　粗大運動・微細運動
　感覚過敏・鈍感

60分

60分

30分
60分 ● 学習・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　学年での適切な学習
　指導要領や教育システム
　障害児への個別支援

 ● 自己理解・・・・・・・・・・・・・
　適応行動の自己理解
　障害特性・感覚特性
　将来展望

 ● 社会性・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　遊びを媒介とした
　社会性の支援

60分  ● 社会性・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　友達づくりと社会的スキル

30分 30分 ● 社会性・・・・・・・・・・・・・・・・
　仲間づくり

今後、アスペ・エルデの会セミナー申し込みサイト（https://www.as-japan.jp/seminar/）にて、情報を提示してまいります。



令和２年度 厚生労働科学研究（障害者政策総合研究事業）

発達障害支援に関する研修は、自治体ごとで
研修内容が異なったり、テーマで単発であっ
たり、障害の定義的なもので終わっていたり、
実際のアセスメントから支援までの流れに
ついて標準的な研修内容が示されておらず
【保健・医療・福祉・教育】で一貫した研修プ
ログラムがないなどの多くの課題がありました。

そのため、発達障害児者支援の研修プログラム
の研究（厚生労働科学研究・辻井班）の取り
組みとして、発達障害の理解・支援と研修実施
に関わる国立機関・専門家らで検討し、【保健・
医療・福祉・教育】等を包括した、わが国の標
準的な研修プログラムを開発しました。

本研修の普及により、発達障害児者の発達支援や地域支援に取り組むにあたって知っておくべき
「標準的なアセスメント・ツールと支援技法、多機関連携などの概略」をつかむことができます。

　❶発達障害支援に必要な障害特性の理解の仕方　アセスメント
　❷発達障害児者の支援の仕方　支援技法、多機関連携

今後、全国の発達障害者支援センターや教育センター等の研修担当職員が講師を務めること
を中心に想定し、各地で担当職員による研修が可能になるための取り組みを行います。
今回の研修プログラムは最初のプラットフォームですので、今後の実践や研究の進展から、
定期的な改訂を重ねていくものとしています。

本研修のねらい

研修プログラムの全体構成
1 アセスメント・ツールと個別の支援計画
2 適応行動
3 家族支援（きょうだい支援）
4 ライフステージに沿った本人支援（幼児期/児童期/青年期/成人期）
5 PDCAサイクルから支援の質を向上させていく

発達障害児者の支援に関する
標準的な研修プログラム



本研修の内容の全体像と関連性

発達障害支援に関わる法律・制度・施策等

「国立機関・専門家の連携と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の効果的な研修の開発」研究班
研究代表者：辻井正次（中京大学）

令和２年度  厚生労働科学研究 （障害者政策総合研究事業）

本研修の活用イメージ
（発達障害者支援センター・教育センター職員が実施する場合）

保健・医療・教育における早期把握

対象児者

医療：診断・ケア 乳幼児健診、就学時健診

適応行動
■コミュニケーション
■日常生活 ■社会性 ■運動

■二次障害
■問題行動 
■精神症状

発達障害特性

家族・きょうだい支援

標準的なアセスメント・ツール
■保健・医療・福祉・教育等での実施・
把握・計画

ライフステージに沿った課題と
標準的な支援適応
■適応行動 ■運動 ■社会性 ■言語
■学習など

■保健・医療・福祉・教育等に
　おける研修
■支援の質の向上

■講師＝センターの職員（※経験年数3年以上）
重点的テーマや課題に関連した部分研
修実施も可能
❶内部の若手・新任職員研修　　　　　　
●若手・新人職員／教員を対象 ●発達障
害児者と家族への理解、支援の基盤とな
る知識やツール、技法の概略 ●資料を活
用した講義、支援計画策定の検討会の
併用など
❷地域の支援者向け研修　　　　　　　
●地域の支援者・教員を対象 ●地域の課
題に対応した知識やツール、技法 ●アセ
スメントや支援のワークショップ、各機
関での支援検討会の併用など
❸地域の機関連携に関する研修　　　　 
●地域の福祉、教育、保健・医療等の機
関を対象 ●各機関の役割・取り組み等に
関する相互理解 ●地域での具体的な連
携のあり方の検討会の併用など

活用例
講師：発達障害者
支援センター職員

講師：教育センター
職員

（各地域）

❶内部の若手・
　新任職員研修

❶内部の若手・
　新任職員研修

❷地域の支援者
　向け研修

❷地域の支援者
　向け研修

地域の福祉
機関・施設等

地域の学校・
教育機関等

❸地域の機関連携
に関する研修

地域の機関
保健・医療等

中京大学 現代社会学部 辻井正次研究室
〒470-0393 愛知県豊田市貝津町床立101 　E-mail chukyo.tj.lab@gmail.com

問い合わせ先



❶発達障害を客観的なツールから理解する
■アセスメントから支援へ

❸発達検査・知能検査
■K式発達検査
■WAISTM-IV・WISCTM-IV、
■田中ビネーV ■日本版KABC- II

❺注意欠如多動症
■ADHD-RS ■Conners3®
■CAARSTM ■CAADIDTM

❹自閉スペクトラム症
■M-CHAT
■PARS®-TR  ■SPACE
■ADOS-2

発達障害特性の把握

❻限局性学習症
■CLASP ■STRAW-R
■URAWSSⅡ

❼発達性協調運動症
■JMAP ■JPAN ■CLASP

❽感覚特性
■SP感覚プロファイル

❾就学時健診と5歳児発達健診

本プログラムの構成と内容

❶適応行動とVinelandTM-II
　適応行動尺度

❷幼児の適応行動評定　
　TASP

アセスメント・ツールと個別の支援計画1

適応行動2

❶家族支援の重要性、　
　ペアレント・プログラム

❷ペアレント・トレーニング、
　きょうだい支援、
　ペアレント・メンター

家族支援
（きょうだい支援）

3

社会不適応、行動面・
精神面の問題の把握

11二次障害、問題行動
■生活不適応 ■行動問題 ■不安・抑うつ等

10個別の（教育）支援計画

❷客観的ツールでの理解と医学的診断
■診断と客観的ツールとの関係 ■利点と落とし穴

母子保健・教育等での早期把握・支援計画



❶特別支援教育に
　おける研修
■特別支援教育の研修の充実
■教職課程コアカリキュラム
■発達障害と生徒指導
■特別の支援を必要とする・障害は
　ないが特別の教育的ニーズのあ
　る幼児・児童及び生徒

❷保健・医療・福祉等に
　おける研修
■地域を診る目を養う（地区診断）
■医療・福祉の連携のための研修の
　目的と企画
■発達障害者支援に関する国の主な
　施策
■家庭・教育・福祉連携推進事業
■発達障害情報・支援センター

❸実践を科学的に検証可能
　なものにしていくために
■現在の適応行動
■これまでの経過と発達特性・知的能力
　等や発達状況の評価
■保護者の支援についての準備状況等
　の把握
■アセスメントを基にした支援計画
■科学的根拠を基にした取り組みの重要性

ライフステージに沿った本人支援4

❶適応行動：身辺自立の支援
■構造化 ■視覚支援 ■ABA ■課題分析 ■機能分析

❷運動・感覚あそび
■安定した姿勢 ■目の運動 ■バランス ■体の中心
■手指の運動と触覚 ■両手の役割

❸遊びを媒介とした社会性の支援
■共同注意 ■JASPER ■SPACE ■ESDM ■PCIT

❹言語面の支援
■言語支援 ■視覚支援
■読み書き・吃音・発音の問題への支援

❶適応行動：環境調整・感情調整
■環境調整（構造化） ■感情調整  ■感情理解 ■呼吸法
■リラックス

❷学習への指導・支援
■読み・書き・算数における苦手さへの支援
■授業・学びのユニバーサルデザイン

❸発達性協調運動症・協調運動面への支援
■感覚統合療法
■日常作業遂行における認知的オリエンテーション(CO-OP) 
■認知作業トレーニング

❹友達作りと社会的スキル
■SST ■フレンドシップ・プログラム
■ソーシャルシンキング
■休み時間の支援（リメイキング・リセス）

幼児期

児童期

❶自己理解
■発達障害≠不適応 ■コミュ
ニケーション障害と二次障害 
■外傷的体験と適応行動

❷適応支援：精神科的併存症
　の理解と予防
■精神疾患の併存、予防・ストレス対処法
■ICTを活用した地域生活支援

❸社会性への支援
■社会性支援プログラムPEERS®
■所属集団 ■異性との関係性
■就労に向けて

青年期

成人期・高齢期の相談
■親亡き後を生きていく ■子どもが成人期で親たちが意識しておくべきこと ■成人期支援のバリエーション ■就労相談・
経済面の相談 ■医療機関でのショートケア ■当事者同士の支え合い ■高齢期相談事例 ■高齢期発達障害者の支援ニーズ

成人期

PDCAサイクルから支援の質を向上させていく5



「発達障害児者の支援に関する標準的な研修プログラム」 
を受講された発達障害者支援センターの方へ 

2021 年 3 月吉日 
 
 

本研修資料、修了証の送付 
 
 この度は、令和 2 年度厚生労働省障害者政策総合研究事業『国立機関・専門家の連
携と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の効果的な研修の開発』に伴う本研
修会にご参加いただき、誠にありがとうございました。 
 大変お待たせいたしました。本研修会の完成版資料（プレゼン用パワーポイントフ
ァイル入 USB メモリー）と、受講された職員の方の修了証を作成しましたので、同
封してお送りいたします。 
 発達障害児者支援に関する知識・技法の普及や人材育成は非常に重要である一方、
先日ご協力いただいた研修実施に関する全国実態調査からも様々な課題が挙げられ
ております。今後も厚生労働省・文部科学省と連携して取り組んでまいりますので、
どうぞよろしくお願いいたします。 
 

＜同封物 一覧＞ 
 
１）送付状（本紙） 
２）USB メモリー： 1 個 
 ・本研修のパワーポイント PPT ファイル（プレゼン用） 一式 
 ・本研修のノート付スライド印刷用 PDF ファイル（講師原稿） 一式 
３）修了証： 受講された職員の方の人数分 
 ・受講者名、参加回、修了番号など 
４）本研修資料の使用にあたっての留意事項： 1 枚 
５）厚労科研（発達研修）アセスメント・ツール一覧： 1 枚（両面印刷） 
 

以上 
 
 
 令和２年度厚生労働科学研究（障害者政策総合研究事業）『国立機関・専門家の連携

と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の効果的な研修の開発』研究班 
 
 

お問い合わせ先： 中京大学現代社会学部 辻井研究室 

E-mail: chukyo.tj.lab@gmail.com 

 



「発達障害児者の支援に関する標準的な研修プログラム」 
を受講された教育センターの方へ 

2021 年 3 月吉日 
 
 

本研修資料、修了証の送付 
 
 この度は、令和 2 年度厚生労働省障害者政策総合研究事業『国立機関・専門家の連
携と地域研修の実態調査による発達障害児者支援の効果的な研修の開発』に伴う本研
修会にご参加いただき、誠にありがとうございました。 
 大変お待たせいたしました。本研修会の完成版資料（プレゼン用パワーポイントフ
ァイル入 USB メモリー）と、受講された職員の方の修了証を作成しましたので、同
封してお送りいたします。 
 発達障害児者支援に関する知識・技法の普及や人材育成は非常に重要である一方、
先日ご協力いただいた研修実施に関する全国実態調査からも様々な課題が挙げられ
ております。今後も厚生労働省・文部科学省と連携して取り組んでまいりますので、
どうぞよろしくお願いいたします。 
 

＜同封物 一覧＞ 
 
１）送付状（本紙） 
２）USB メモリー： 1 個 
 ・本研修のパワーポイント PPT ファイル（プレゼン用） 一式 
 ・本研修のノート付スライド印刷用 PDF ファイル（講師原稿） 一式 
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以上 
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本研究の研究代表者・研究分担者・研究協力者 一覧 
 
研究代表者 
 辻井 正次 中京大学現代社会学部 
 
研究分担者（所属は 2021 年 3月時点） 
 西牧 謙吾 国立障害者リハビリテーションセンター／発達障害情報・支援センター 
加賀 佳美 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障
害研究部知的障害研究室長（平成 31 年 4 月～令和 2年 3 月）（所属は参画当時のもの） 

岡田 俊 国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所部長 
 （令和 2 年 4月～令和 3 年 3月） 
笹森 洋樹 国立特別支援教育総合研究所発達障害教育推進センター 
日詰 正文 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園事業企画局研究部 
井上 雅彦 鳥取大学医学系研究科 
岩永 竜一郎 長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 
黒田 美保 名古屋学芸大学ヒューマンケア学部 
鈴木 勝昭 宮城県子ども総合センター附属診療所 
吉村 優子 金沢大学人間社会研究域学校教育系 
三上 珠希 弘前大学医学研究科附属子どものこころの発達研究センター 
明翫 光宜 中京大学心理学部 
浜田 恵 名古屋学芸大学ヒューマンケア学部 
髙柳 伸哉 愛知東邦大学人間健康学部 

 
研究協力者（所属は 2021 年 3月時点） 
・意見交換会オブザーバー 
岡田 祐輔 発達障害者支援センター全国連絡協議会／静岡県東部発達障害者支援センター 
和田 康宏 発達障害者支援センター全国連絡協議会／ひょうご発達障害者支援センター 

 
・研修講師、研修資料作成 
池田 千紗 北海道教育大学教育学部 
鴨下 賢一 リハビリ発達支援ルームかもん 
稲田尚子 帝京大学文学部心理学科 
森 裕幸 弘前大学大学院医学研究科附属子どものこころの発達研究センター 

 
・研修会情報掲載、参加者申込受付 
与那城 郁子 国立障害者リハビリテーションセンター／発達障害情報・支援センター 
矢野 美穂 国立障害者リハビリテーションセンター／発達障害情報・支援センター 

 



・意見交換会、研修会運営補助 
香取 みずほ 中京大学現代社会学部 

 中島 卓裕 中京大学現代社会学部 
 佐藤 泰一 発達支援事業所奏音 
山下 結子 発達支援事業所奏音 
中山 和也 放課後等デイサービス音色 

 
・研修会運営補助、研修資料作成補助 
上ノ薗 美樹 中京大学大学院心理学研究科 
壬生 隼斗 中京大学大学院心理学研究科 
後藤 周策 中京大学心理学部 
柴田 彩乃 中京大学心理学部 
野邉 桃子 中京大学心理学部 

 
・研修会運営補助 
 黒田里理 鳥取大学大学院医学系研究科臨床心理学専攻修士課程 
嘉手苅瑠輝 鳥取大学大学院医学系研究科臨床心理学専攻修士課程 

 石畑亜巳 鳥取大学大学院医学系研究科臨床心理学専攻修士課程 
 




